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問題と目的
文部科学省（2018）によると、「教員不足」とは、

学校に配置されている教員の数が、各自治体にお
いて学校に配置することとしている教員の数を満
たしていない状態を指す。

2022 年に文部科学省が初めて行った「教員不
足に関する実態調査」では、2021 年 4 月の始業
日の時点で 3 万 2903 校に教員不足が確認され、
定数 83 万 6079 人のうち 2558 人が不足している
ことが明らかになった（文部科学省 , 2022）。

宮崎県においても教員不足であることは言うま
でもなく、2024 年 6 月 17 日に開催された宮崎県
議会 6 月定例会でもこのことについて質問が上
がっており、宮崎県全体として課題を感じている
様子が伺える。本定例会において「時的任用講師
の不足数が、令和 6 年 5 月 1 日時点で、県内の小
中学校合わせて 66 名であること」「24 年 6 月に
実施された宮崎県教員採用試験の倍率は 2.7 倍で

あり、2011 年の 14.2 倍をピークに低下傾向が続
き、最も低くなったこと」について、どのように
対策を行っているかの質問がなされている。それ
に対して、宮崎県教育委員会教育長は「質の高い
教育活動に専念できる環境を実現できるよう、働
き方改革を推進すること」「学校に勤務していな
い教員免許所有者やＵＩＪターンを検討している
方々に対しての講師登録への働きかけを行うこと、
教職員互助会や県内大学等を通して、退職された
方や教職を目指している方にも同様の働きかけを
行うこと」「採用試験の早期化や県外会場での採
用試験の実施、県内外の大学との連携、取組を行
うこと」を答弁している（宮崎県議会令和 6 年 6
月定例会会議録 06 月 17 日－ 05 号 , 2024）。

文部科学省（2022）は、先述の「教員不足」に
関する実態調査の結果を踏まえ、①公立学校教員
採用選考試験における取組の収集・発信、②文部
科学省による「学校・子供応援サポーター人材バ

概要：本研究では、教員を目指す大学生が小規模校に学習支援ボランティアとして定期的に訪問するこ
とで、小規模校に対するイメージにどのような変化が見られるか、また、大学生と児童との「ナナメ」
の関係の中で、児童のキャリア意識にどのような変化が見られるかについて明らかにし、小規模校の教
員不足について問題解決の糸口を見出すことを目的とした。

研究の結果、小規模校の学習支援ボランティアは、相馬・加藤ら（2024）の研究結果と同様に、大学
生の小規模校に対するイメージをポジティブに変化させる効果があることが分かった。また、このボラ
ンティアを経験することで、大学生の小規模校に対する抵抗感が低くなり、小規模校で働くことに対す
る動機づけが高まることが明らかになった。このことから、小規模校の学習支援ボランティアを実施す
ることは、教員不足の解消につながる可能性があることが示唆された。

一方、ボランティア受け入れ校のフィードバックより、児童らのキャリア意識についてはボランティ
アの前後で大きな変化が見られなかった。この点については、活動期間の短さが原因の一つとして考え
られる。しかしながら、児童らが、訪問する大学生に対して興味関心を抱く場面が多く見られ、訪問を
心待ちにしている学校もあったことが明らかになった。このことから、活動を継続していく中で、大学
生と児童との「ナナメ」の関係の中で生まれる興味関心が「先生」という職業への憧れにつながる可能
性があると考えることができる。大学生の訪問を機に、児童らのキャリア意識が育つようなアプローチ
を、学校や教育行政と一緒に考え、取り組むことを今後の課題とする。
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ンク」等を通じた講師のなり手確保に向けた取組、
③学校における働き方改革の推進など勤務環境の
改善を含めた教職の魅力向上、の 3 つの取組を推
進するとしている。

また、元教員や教員免許状所有者が教壇に立つ
ためにオンライン学習コンテンツの開発を行うこと

（令和 44 年度予算案措置）、中央教育審議会「『令
和の日本型学校教育』を担う教員の在り方特別部
会」において、教員の養成・採用・研修に関する
検討を行い質の高い教職員集団を実現するための
政策を行うことについても言及している。しかしな
がら、このような様々な取り組みが考案され、実施
されているにもかかわらず、教育現場における教
員不足は十分に改善されておらず、その傾向は小
規模校を有する地域に行けば行くほど色濃くなる。
僻地の学校においては、教員不足の影響により教
育活動の不全感を感じるケースも少なくない（小河・
白石 , 2005; 佐々木 , 2004; 内田・片岡 他 , 2008; 𠮷
田・須田 他 , 2010）。

中心部の学校に比べて小規模校において教員不
足の傾向が顕著である理由の一つとして、教育現
場が「ブラック」と呼ばれていることに関係があ
ると考えることができる。牧内・佐藤（200）は、

「ブラック」職業とまで揶揄されるようになった
教職は、その尊厳性や専門性などが毀損されてい
るとしている。厚生労働省は、「ブラック企業」
について明確な定義をしていないが、一般的な特
徴を「労働者に対し極端な長時間労働やノルマを
課す」「賃金不払残業やパワーハラスメントが横
行するなど企業全体のコンプライアンス意識が低
い」「このような状況下で労働者に対し過度の選
別を行う」の 3 つの視点から整理している（厚生
労働省 , 2021）。教育現場は、慣習的な残業の多
さや保護者対応の複雑化、地域と学校の連携によ
る休日の行事参加等を考えると、「ブラック」と
いう表現を否定できないことも事実である。「ブ
ラック」な環境で働く以上、通勤時間はできるだ
け短いほうが良い、できるだけ家族のサポートを
受けることができる環境で通勤したいので一人暮
らしは厳しい、ただでさえ大変な仕事なのに小規
模校は人手不足で更に大変そう、といった理由か
ら避けられがちである可能性が高い。これらの点
について解決するためには、小規模校に対する正
しい認識を持ってもらうことでイメージを改善す
ること、地域における教育関係人口を増やすこと、
の 2 つの方法が考えられる。

前者については、相馬・加藤ら（2023; 2024）
が、北海道の各地域における教育の実情に関心を
持つ、視野の広い教員を養成するために、2022 （令
和 4）年度から 5 か年計画の企画事業として「草
の根教育実習」の調査研究を継続的に行っている。
この研究においては、「草の根教育実習」を通して、
大学生の僻地・小規模校への理解が深まり、将来
の勤務地としてイメージしやすくなることが明ら
かにされている。また、相馬・加藤ら（2024）では、

「草の根教育実習」は、僻地・小規模校への理解・
興味に留まらず、教員志望者の増加、キャリアの
中で僻地・小規模校を含めた勤務の可能性をも持
たせることがうかがえた、としている。このこと
は、大学生が実際に僻地の学校や小規模校に足を
運び、教育活動に参加することによって、それら
の学校のイメージがポジティブな方向に変化し、
働くことに対する動機づけを高めることができる
可能性があることを示している。

後者については、川前（2012）が、教員が自宅
を有した場合や共働きの場合には，通勤距離の限
界地域への転勤の問題が生じる、としている。こ
れについては、小規模校周辺の出身者の教職員が
少ないことが要因の一つとして推察される。その
ため、キャリア教育の一環として、小規模校に通
う子どもたちの中から、地域の未来の教育にかか
わる人材の育成が必要と考える。

そこで、本研究では、教員を目指す大学生が小
規模校に学習支援ボランティアとして定期的に訪
問することで、小規模校に対するイメージにどの
ような変化が見られるかを調べる。また、大学生
が小規模校に訪問することで生まれる、児童との

「ナナメ」の関係の中で、児童のキャリア意識に
どのような変化が見られるかについて明らかにし、
小規模校の教員不足について問題解決の糸口を見
出すことを目的とする。

研究Ⅰ
目的

小規模校での学習ボランティア実施前後の、教
員を目指す大学生の小規模校に対するイメージの
変化について調べる。

方法

調査対象者：学習支援ボランティアに参加予定の、
教員養成課程在籍中の学生 11 名（大学 3 年生：
7 名、大学 4 年生：4 名）を対象とした。
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調査期間：事前調査は 2024 年 7 月下旬、事後調
査は 2025 年 3 月上旬に実施された。

調査手続き：学習支援ボランティアの概要説明
（事前）、実施のまとめ（事後）の場において質
問紙を配布し、その場で実施・回収した。有効
回答率はどちらも 100％であった。

調査内容：相馬・加藤ら（2024）の研究で実施さ
れた事後調査を参考に、①学習支援ボランティ
アを経験することで教員志望者が増加すると思
いますか、②小規模校の教員になりたいと思い
ますか、③小規模校についてのイメージを短い
言葉で 3 つ答えてください、の 3 つの質問で構
成される質問紙を作成した。①と②については

「1. とてもそう思う」「2. ある程度そう思う」「3. 
あまりそう思わない」「4. そう思わない」の 4
段階評価とし、③については自由記述で回答を
求めた。得られた回答については、質問ごとに
回答の割合を算出し、キーワードについては
キーワードごとの回答の割合を算出した。

倫理的配慮：質問紙は無記名式で実施すること、
成績評価とは一切関係がないこと、回答は強制
ではないこと、調査結果は論文等のデータとし
て使用される場合があるが、その場合は個人が
特定されることがないよう統計処理を行った上
で使用することを口頭で伝えた。また、調査へ
の回答をもって同意が得られたものとみなした。

結果

質問①および②について

①学習支援ボランティアを経験することで教員志
望者が増加すると思いますか、という質問に対
して、実施前に比べて実施後は、「とてもそう思
う」と答えた学生の数が約 2 倍に増え、「あまり
そう思わない」「そう思わない」と答えた学生の
数は 0 になった。②小規模校の教員になりたい
と思いますか、という質問に対して、実施前は、

「あまりそう思わない」「そう思わない」と答え
た学生が全体の 9 割であったが、実施後は、「と
てもそう思う」「ある程度そう思う」と答えた学
生が 9 割と、回答の傾向が反転した（Table 1）。

質問③について

③小規模校についてのイメージを短い言葉で 3 つ
答えてください、という質問に対して、実施前
は「遠い」「車が必要」「忙しい」というキーワー
ドが回答の大半を占めていたが、実施後は「遠
い」は残ったものの、実施前には見られなかっ
た「複式学級」「若手が少ない」「個別指導」と
いうキーワードが見られた。また、実施前には
あまり見られなかったポジティブなキーワード
も見られた（Table 2）。

考察

質問①～③のいずれにおいても、学生の回答に
実習前後で違いが見られた。事実として変わらな
いもの（例えば「遠い」）はあったが、学習支援
ボランティアの実施前に学生が抱いていた小規模
校に対するイメージが、実施後は着眼点が変わっ
たような印象を受けた。小規模校の教員になりた
いと回答した学生の数も増え、将来的に実際に就
職することができたかどうかについては問わずと
しても、少なくとも意識の面で変化をもたらす効
果はあったと思われる。

また、実際に小規模校の学習支援ボランティ
アに従事したことによって理解した「複式学級」

「若手が少ない」「個別指導」という実態も回答に
（Table 1）学習支援ボランティア実
施前後の学生の意識の変化

（Table 2）学習支援ボランティア
実施前後の学生の小規模校のイ
メージの比較
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反映されていた。このことから、小規模校での学
習支援ボランティアを経験することで、小規模校
について想像やイメージで判断するのではなく正
しく理解することができる、という一定の効果が
あったことが推測できる。

研究Ⅱ
目的

学習支援ボランティア協力校のフィードバック
をもとに、教員を目指す大学生が小規模校を定期
的に訪問することが教員不足を解決する糸口にな
るかどうか、また、教員を目指す大学生と児童と
の「ナナメ」の関係の中で、児童のキャリア意識
に関係人口を増やすことにつながるような影響を
もたらすことができるかどうかについて明らかに
する。

方法

調査対象者：学習支援ボランティア協力校 3 校（A
県内 B 市：2 校 , A 県内 C 市：1 校、すべて複
式学級を有する小規模校）の教員を対象とした。

調査期間： 2025 年 2 月下旬に実施された。
調査手続き：紙面によるアンケート形式のフィー

ドバックを実施した。Google フォームの二次
元コードを発布した研究説明書を各校の校長に
送付し、校長を通じて対象となる職員へ配布す
ることを依頼した。協力を得ることができた学
校は 3 校すべてであった。そこから 11 件の回
答が得られ、有効回答率は 100％であった。得
られた回答については、質問ごとに回答の割合
を算出し、自由記述については記述内容の抜き
出しを行った。

調査内容：次の（１）（２）について調査を行った。
⑴フェイス項目
勤務校の所在地、職種について尋ねた。
⑵質問項目
①学生について：挨拶や身だしなみ等、児童へ

の言葉かけや関り方、自ら学ぼうとする姿勢、
派遣頻度、の 4 項目について「問題があると
感じた」「やや不十分」「ふつう」「良かった」「非
常に良かった」の 5 段階で評価してもらった。

②児童について：派遣日の学習意欲が高まった、
派遣学生について日常場面で話すことがあっ
た、将来の夢や進路について日常場面で話す
ことが増えた、学校の先生を目指そうとする
児童が出てきた、の 4 項目について、「まっ

たくそう感じない」「あまりそう感じない」「ど
ちらとも言えない」「ややそう感じる」「非常
にそう感じる」の 5 段階で評価してもらった。

③派遣受け入れの負担について：学生の受け入
れは教職員にとって負担であった、学生の受
け入れは児童にとって負担であった、学生の
受け入れは教育委員会等にとって負担であっ
た、の 3 項目について「まったく負担ではな
かった」「あまり負担ではなかった」「どちら
とも言えない」「やや負担であった」「非常に
負担であった」の 5 段階で評価してもらった。

④学生が行った活動内容：授業における教員の
活動の補助、児童への学習支援、児童の遊び
相手や話し相手、地域活動の補助、事務作業
の補助、の選択肢の中から当てはまるものを
すべて選択する形式で回答を求めた）。

⑤教員不足対策への効果：小規模校への学習支
援ボランティアは、教員不足の対策になり得
ると感じますか、という質問に対して、「はい」

「いいえ」「どちらともいえない」の 3 つの選
択肢の中から回答を選択してもらった。また、
そのように答えた理由を自由記述で求めた。

⑥次年度の継続希望：次年度も派遣を行う場合
は継続を希望しますか、という質問に対して、

「希望する」「希望しない」「どちらともいえ
ない」の 3 つの選択肢の中から回答を選択し
てもらった。

⑦意見等：その他、自由に感想を書いてもらった。

倫理的配慮：質問紙は無記名式で実施すること、
職務上の評価とは一切関係がないこと、回答は
強制ではないこと、調査結果は論文等のデータ
として使用される場合があるが、その場合は個
人が特定されることがないよう統計処理を行っ
た上で使用することを紙面上で伝えた。また、
調査への回答をもって同意が得られたものとみ
なした。

結果

フィードバックには、管理職、教諭、講師等
11 名が回答した。回答人数が少ないことの理由
としては、前提として調査対象の学校が小規模校
であること、その中で、学習支援ボランティアの
活動にかかわった職員のみが回答した学校もあっ
たことが考えられる。以下、質問項目ごとの回答
結果である。
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①学生について：挨拶や身だしなみ等、児童への
言葉かけや関り方、自ら学ぼうとする姿勢、派
遣頻度、の 4 項目について、いずれも「ふつう」

「良かった」「非常に良かった」以外の回答が見
られなかった（Figure 1）。

②児童について：派遣日の学習意欲が高まった、
派遣学生について日常場面で話すことがあった、
の 2 項目については「ややそう感じる」「非常
にそう感じる」の回答が多く見られたが、将来
の夢や進路について日常場面で話すことが増え
た、学校の先生を目指そうとする児童が出てき
た、の 2 項目についてはそのような傾向が見ら
れなかった（Figure 2）。

③派遣受け入れの負担について：学生の受け入れ
は教職員にとって負担であった、学生の受け入
れは児童にとって負担であった、学生の受け入
れは教育委員会等にとって負担であった、の 3
項目については、「まったく負担ではなかった」

「あまり負担ではなかった」の回答がほとんど
であった（Figure 3）。

④学生が行った活動内容：授業における教員の活
動の補助、児童への学習支援、児童の遊び相手
や話し相手の３つが活動のほとんどを占めてお
り、一部、地域活動の補助、事務作業の補助の
活動も実施していた（Table 3）。

⑤教員不足対策への効果：小規模校への学習支援
ボランティアは、教員不足の対策になり得ると
感じますか、という質問に対して、「はい」と
答えた回答者が約 91％、「いいえ」と答えた回
答者が約９％であった。また、「はい」と答え
た方の理由については、Table ４に示すような
回答が得られた（Table 4）。

（Table 3）学生が行った活動内容

（Table 4）学習支援ボランティアは教員
不足の対策になると応えた理由

（Figure 1）学習支援ボランティアに派遣された学生に
ついてのフィールドバック

（Figure 2）学習支援ボランティア受け入れ校の児童の
意識についてのフィールドバック

（Figure 3）学習支援ボランティア受け入れ校の負担に
ついてのフィールドバック

＜小規模校への理解に関するもの＞

・少人数で、地域の自然や人材にふれる機会を得たり、純粋な心を持つ児童に
接したりして、小規模校のイメージを高めることができる。そのイメージを
持ち続けることで、数員への志望動機に繋がると思われる。

・実際に小規模校に来ることで想像と実際の学校のイメージが違うことに気付
くと思うからです。自分がそうでした。

・大学生のうちに小規模校を経験すると小規模校が特別な場所でなくなるかも
しれないので。

＜ボランティア活動自体に関するもの＞

・学習準備や支援において、人手がほしいときの助けになったから。
・学生に臨機応変に行動してもらえ、かなり助けられた。
・人手が足りないときに助かると思うため。
・学力不振の児童への声掛けや支援がありがたかったです。
・児童への学習支援や丸つけを自ら活動してくださったから。
・非常に助かったから
・教師の目が増えるから



－ 45 －

神垣　彬子：学習支援ボランティアを通した大学生と児童の意識の変化

⑥次年度の継続希望：次年度も派遣を行う場合は
継続を希望しますか、という質問に対して、「希
望する」と答えた回答者が約 82％、「希望しな
い」と答えた回答者はおらず、「どちらともい
えない」と答えた回答者が約 18％であった。

⑦意見等：2024 年度の受け入れについては Table 
5 に示すような回答が得られた（Table 5）。

考察

フィードバックの結果より、学習支援ボラン
ティアの活動は、現場の先生方にとって負担では
なかったこと、役立つ場面が多く見られたことが
分かった。また、フィードバックの中に、学習支
援ボランティアの活動を通して大学生の小規模校
に対する意識が変わるのではないか、教職への動
機付けを高めることができるのではないか、とい
う意見が見られたことから、この活動を通して、
小規模校の教員不足を解決する糸口になる可能性
があることが示唆された。

児童のキャリア意識に関係人口増加につながる
ような影響をもたらすことができるかどうかにつ
いては、今回の調査からは、そのような結果は得
られなかった。しかしながら、フィードバックの
内容から、児童らが大学生の訪問を心待ちにして
いたこと、訪問日に学習意欲が高まったこと、普
段の会話の中に大学生の話が出てきていたこと等
が明らかになった。このことから、地域の特性ゆ
えに、普段あまり触れ合う機会がない大学生に対
する興味関心が高まったことは明確であり、学習
支援ボランティアの活動は、児童らにとっても有
益な活動であった可能性が示唆された。

総合考察
本研究では、大学生が小規模校に学習支援ボラ

ンティアとして定期的に訪問することでそのイ
メージにどのような変化が見られるかについて調
べた。また、大学生が小規模校に訪問することで

児童のキャリア意識にどのような変化が見られる
かについて明らかにするとともに、そこから、小
規模校の教員不足について、問題解決の糸口を見
出すことを目的とした。

結果として、小規模校の学習支援ボランティア
は、大学生の小規模校に対するイメージのポジ
ティブ化に関して効果があることが分かった。こ
れは、研究Ⅰの学生の意識の変化からその傾向を
読み取ることができたこと、また、研究Ⅱの現場
の先生方のフィードバックにおいても、おそらく
そうではないだろうかという意見が見られたこと
に依拠する。この結果は、相馬・加藤ら（2023; 
2024）の「草の根教育実習」の実施後に学生のへ
き地教育への関心が高まったとする研究結果と同
様の結果であったと言える。今年度、学習支援ボ
ランティアを経験した大学 4 年生 4 名のうち 1 名
は、教員採用試験に合格後、新規採用者の勤務希
望調査において離島勤務を希望した。初期経験と
して小規模校の良さを実際に体験しておくことは、
新卒の段階ではなくとも、今後の教員人生におい
て、小規模校に対する抵抗感が、同様の体験のな
い教員よりも低くなり、小規模校で働くことに対
する動機づけを高めることに役立つ可能性が示唆
された。このことから、小規模校で学習支援ボラ
ンティアを実施することは、教員不足の解消につ
ながる可能性があるといえる。

一方で、小規模校の教員不足の問題解決につい
て、関係人口の増加の観点からのアプローチにつ
いては、現時点ではあまり明確な効果が見られて
いない。しかしながら、研究Ⅰの学生の意識の変
化の中に見られた「若手が少ない」という点に着
目すると、1 週間～ 2 週間に 1 回ではあるが、学
校を訪問する大学生のお兄さんお姉さんの存在
は、児童らにとって貴重な存在になり得ると考え
る。小規模校の子どもたちが、タテでもヨコでも
ない「ナナメ」の関係にある大学生との触れ合い
を継続する中で、今後、親しみの感情が憧れの感
情に変わり、教員を目指す大学生の後ろ姿を見る
ことで児童らのキャリア意識が刺激され、同じよ
うに教員を目指そうと思う気持ちが芽生える可能
性は十分にあり得ると考える。

今回の研究のように、関係人口を増やすことで
教員不足の解決を目指す取り組みについては、1、
2 年で活動の成果を評価できるものではなく、長
期にわたる地道な活動の積み重ねの先でようやく
結果が見てくるものと捉える必要がある。小規模

（Table 5）学習支援ボランティアの
受入についての感想
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校の学習支援ボランティアは始まったばかりの試
みであり、今後数年かけて土台を作り、更に数年
かけて活動内容を充実させ、関係機関や活動に関
わってくださる現場の先生方に目標を明確に示し
ながら展開していくことが重要であると考える。
今後は、学習支援ボランティア協力校やそれらの
学校所在地の行政と連携し、活動の中で小規模校
についての魅力をより一層感じることができるよ
うなプログラムを考案すること、また、大学生が
小規模校に訪問しやすくなるような支援を、協力
関係を結びながら共に考えることが課題であると
考える。これらの点については、次年度以降の課
題とする。
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